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総括的概要
　２０１９年は、天皇陛下のご退位と皇太子殿下のご即位という歴史的な慶事があり、国民こ

ぞって、陛下の安寧と弥栄を願った年でありました。

　５月には、元号が平成から令和に変わり、和やかな新時代がスタートし、厳しい環境下では

ありますが、多くの人々が未来への希望を思い描いた時間だったのではないかと思います。

　一方、津山商工会議所では、１０月に議員改選が行われ、３１期新体制が決まり、生産性の

向上、働き方改革、広域連携による自立度の高い経済圏の創出を主題に精力的に動き出してお

ります。

　しかし、県北の経済環境は、少子高齢化による人口減少が加速し、潜在成長率が低下する中

で、将来への不安がさらに色濃くなり、一段と厳しさを増している状況です。

　これまでの５年にわたる地方創生の取り組み結果等を見ても、長年続いたわが国の経済・政

治・社会構造が時代遅れになり、成長の足かせになっていることは明らかであります。

　令和新時代を契機に新たな成長を目指すためには、引き続き、ＳＤＧｓの推進とＩＴ・ＡＩ

等のデジタル技術の活用による地域経済社会の構造的改革に、鋭意取り組んでいかなくてはな

らない、と改めて想うところです。

　さて、こうした我々の思いや活動を一瞬にして停止させたのが、１月に中国・武漢で発生し

た新型コロナウイルス感染症の拡大であります。

　感染拡大による戦後最大の危機は、世界経済のサプライチェーンを断絶し、全世界の経済活

動や社会生活に甚大な被害をもたらしています。

　このウイルスの影響は、エリア内の経済活動にも多大な影響を及ぼしており、終息の先行き

が見えないことから、多くの会員事業者より事業の継続を危ぶむ声が寄せられております。

　そこで、当所ではいち早く「新型コロナウイルス対策経営相談窓口」を開設し、国の特別貸

付や給付金等への申請支援に全力で対応しているところであります。

　ウイルスとの闘いは長期戦が予想されています。引き続き、津山商工会議所は地域経済を守

るため、あらゆる施策の推進に役職員一丸となって取り組んでまいりますので、ご理解とご支

援をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２０年３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　頭　　松田　欣也
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第31期　新体制がスタート（任期：2019年11月1日～2022年10月31日）
　第30期津山商工会議所議員は、2019年10月31日の任期満了にともない、9月から10月にかけて1号議員50名
　2号議員35名　3号議員15名の改選が行われた。11月1日には臨時議員総会が開催され、新役員の選任があ
り、松田欣也会頭の再任と役員が決まり、第31期がスタートした。今回の改選では26名の新人議員が誕生、
平均年齢56.5歳のフレッシュな新体制となった。

第31期　臨時議員総会

岡山大学津山スクールプロジェクトの推進
　岡山大学と美作国3市5町2村が連携し、未来の人材育成による地方創生を目指した取り組みが前進した。
主な事業としては、7月20日、岡山大学津島キャンパスにて「岡山大学＝美作国ＤＡＹ」を開催、県北地域
の中学生20名と高校生61名が岡山大学を訪問し、実際の講義を受けるなど貴重な体験を得る機会となった。
また、1月11日、津山リージョンセンターで、岡山大学教育学部地域教育専修の学生39名による、パネルディ
スカッションが開かれ、県北地域の教育のために何をすべきかなどの発表があった。県北の高校生や学校関
係者ら200名が聴講、少子化が続く県北地域のこれからの教育について考える機会となった。

　
岡山大学「サイエンス講義」 　 岡山大学「教育講義」

記

主要事業
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津山市への要望活動
　商工会議所の重要な役割のひとつは、経済施策や地域活性化策などについての一歩先んじた政策提言であ
る。2019年度は3つのテーマについて行った。
　8月28日には、津山市中心市街地活性化協議会から、中心市街地の活性化を推進するため、「城下地区まち
づくりプラン実行計画」を提案した。8月1日には、建設部会長他17名と副市長他10名の市幹部職員との意見
交換を踏まえ、公共工事の拡充などを求めて要望書を提出した。また、3月25日には、作陽高校の移転につ
いて、岡山県並びに県教育委員会に対して、市内県立4高校の定員増による対策案をまとめて、要望書を市
と市教育委員会に提出した。

中心市街地活性化協議会からの提言

令和だんじりまつり・祝賀パレードの開催
　10月22日、令和改元と天皇陛下御即位の奉祝事業を開催。だんじり29臺が商店街アーケードに集結し公開
展示を行ったあと、7臺が祝賀パレードにあわせて巡行した。パレードには、提灯や日の丸の小旗を持った
約3,000人が参加、京町交差点から津山観光センターまで行進し、記念式典では、太鼓の奉納演奏が行われ
るなど盛大な祝賀行事となった。

　
だんじり展示 　 祝賀パレード
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部会・委員会の活動
　2019年度は、各部会・委員会・特別委員会では、第30期における活動のまとめを行うとともに、11月から
スタートした第31期体制のもと、新たなメンバーにより、基本方針及び主な活動計画をまとめた。
　1月28日、総務運営委員会が担当する新春講演会が開催され、現中小企業庁長官　前田泰宏氏が「中小企
業の未来」をテーマに講演、約220名の参加者は長官のユーモラスな中にも説得力のある話に聞き入っていた。

新春講演会

美作国エリア県議との懇談会
　12月16日、美作国商工団体連絡協議会と美作エリア選出の県議会議員との懇談会を開催。当所役員・議員
と美作エリアの5つの商工会役員など44名と県議会議員6名が参加し、「県北地域の商工業者の生の声を県政
に届ける」をテーマに、中小・小規模事業者への支援策などについて意見交換を行った。

県議会議員との懇談会

新型コロナウイルスへの対策
　年明けからは、世界で拡大する新型コロナウイルスの影響を受けて、地域経済の急激な減速が予想される
中、早急な経済対策が必要となることから、3月9日に、市内金融機関との「新型コロナウイルス対策に関す
る緊急対応懇談会」を開催、経営が悪化している市内の中小・小規模事業者に対する当面の資金繰りなどへ
の対応を求めた。各金融機関からは、万全を期すとの回答があった。

金融機関との緊急懇談会
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Ⅰ　定款及び規約等
１．定　　款

第7条（事業）、第10条（会員の資格）、第22条（特別会員）、第33条（役員の任免）、第35条（議員総会
及び議員）の改正規定は令和2年3月27日より実施する。

２．規　　約
委員会規約

2019年11月1日に一部改正し、同日より実施する。（第13条の規定により2019年10月31日付で雇用創
出特別委員会及び中心市街地活性化城下まちづくり委員会を廃止し2019年11月1日付で中心市街地
活性化特別委員会及び新会館建設準備特別委員会を設置）

Ⅱ　組　　織
１．会　　員

区 分 前年度末会員数 加 入 脱 退 年 度 末 会 員 数 区分変更の整理
個 人 871 29 56 844 27
法 人 1,364 22 48 1,338 26
団 体 71 0 2 69 2

計 2,306 51 106 2,251 55
※特別会員を含む　

口　数 １口 ２口 ３口 ４口 ５口 ６口 ７口 ８口 9口
会員数 542 1,399 52 35 47 14 2 2 1
総　口 542 2,798 156 140 235 84 14 16 9
口　数 10口 12口 14口 15口 18口 20口 24口 29口 30口
会員数 28 1 1 2 1 66 11 1 4
総　口 280 12 14 30 18 1,320 264 29 120
口　数 35口 50口 55口 80口 122口 202口
会員数 35 1 1 1 3 1
総　口 1,225 50 55 80 366 202

合　計 口　数 8,059口 ※特別会員を含む
会員数 2,251　

２．特別会員
　法人　143事業所　　　個人　47事業所　（合計　190事業所）

３．特定商工業者
　◆特定商工業者数

　特定商工業者は資本金額又は払込済出資総額が300万円以上又は常時使用する従業員の数が20人（商
業又はサービス業は５人）以上の法人及び個人である。（負担金賦課額　一律2,000円）

区　　　分 特定商工業者数 内　　　　　　　訳
会　　　　　員 非　　会　　員

個　　　　　人 0 0
法　　　　　人 1,422 1,140 282（133）

計 1,422 1,140 282（133）
（　　）は負担金納入済み
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Ⅳ　事 務 局
１．事務局の機構
　１）各課の名称・各課の所掌事務の概要

課　　名 所掌事務の概要

総 務 管 理 課

総 務 ・ 人 事 班 定款、諸規定、役員議員、顧問参与、建議、陳情、議員選挙、諸
官公署、人事、印象契約、書類管理

情 報 化 ・ 広 報 班 情報化推進、インターネット関連、電子認証、ICT/IOTの導入・
指導、ＨＰ管理、各種刊行物、所報、図書管理

経 理 班 出納会計、給与、決算申告、財産管理
会 員 管 理 班 会員商工台帳、特商、会費請求徴収、会員管理、会員従業員表彰
会 館 管 理 班 会館管理

地 域 振 興 課

共 済 保 険 班 共済・特退共事業、労働保険事務組合事業
業 務 推 進 班 商工業検定試験、地域振興、経済団体育成指導

流通・商業・観光振興班 商業・観光・サービス業振興、商店街振興、観光関連、貿易証明（原
産地証明）、JANコード、容器包装リサイクル

地 域 振 興 班
各種調査、近隣都市交流連携
まちづくりプロジェクト推進室及び新津山国際ホテル建設準備室（分掌）
中心市街地活性化協議会所管

経 営 支 援 課
経営支援第一班（商業） 相談所会計、記帳指導、税務申告、取引斡旋、講演講習会、青申会、

金融指導、創業支援、経営革新支援、景況調査、会員拡充、特別
相談、小規模共済、倒産防止共済、中心市街地活性化、城下まち
づくり経営支援第二班（工業）

特 命 事 項 担 当 ス タ ッ フ 制

青年部、女性会、部会・委員会、外郭団体、まつり事業
プロジェクト業務
岡山大学津山スクール
美作国商工団体連絡協議会

　２）主な職員の役職・氏名
役　　　職　　　名 氏　　　　　　名

事 務 局 長 後　藤　和　哉
事務局次長・相談所長・経営支援課長 大　田　信　介
総 務 管 理 課 長 山　口　早　苗
地 域 振 興 課 長 鈴　木　祥　子

　３）職員数の内訳
区　分 一般職員 一般職その他 経営指導員 補助員 記帳専任職員 記帳指導職員 補助対象その他 計

男 ３ ０ ３ ２ １ ０ １ １０
女 ５ ２ ２ ０ ０ ２ ０ １１
計 ８ ２ ５ ２ １ ２ １ ２１
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Ⅴ　庶　　務
１．文　　章

発信件数　　　 １５８件
受信件数　　１，０１０件

２．表彰・受賞・認定
　１）実　施　日　　2019年6月25日（火）

表彰の概要　　2019年度通常議員総会において次の通り表彰を行った。（敬称略）

中国経済産業局長　表彰
　〇議員在職　25年以上　　　玉置俊作

中国地方商工会議所連合会　表彰
　〇職員勤続　20年以上　　　山下浩志　　　10年以上　　　織田直樹

　２）実　施　日　　2019年12月2日（月）
表彰の概要　　第31期臨時議員総会において次の通り表彰を行った。（敬称略）

津山商工会議所　表彰
　〇議員在職　25年以上　　　小原冨治雄

　３）実　施　日　　2020年3月27日（金）
表彰の概要　　会員事業所優良従業員表彰規則による被表彰者
　　　　　　　　勤続30年以上表彰……14名　　　勤続20年以上表彰……30名

　　

優良従業員表彰（30年） 　　 優良従業員表彰（20年）

　４）健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）の認定
認定日：2020年3月2日（月）
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健康経営優良法人認定制度とは
　健康経営優良法人制度とは、地域の健康課題に即した取組や日本健康会議が進める健康増進の取組を
もとに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度です。
　津山商工会議所では、職員の健康診断受診率100％を推進するとともに、適切な働き方改革の実現に
向け、年次有給休暇を利用した長期休暇の取得促進を行っています。

　５）「岡山県男女共同参画社会づくり」の表彰
　11月20日（水）岡山県庁で「令和元年度岡山県男女共同参画社会づくり表彰式」が挙行され、津山
商工会議所が伊原木隆太岡山県知事より表彰されました。
　この制度は、岡山県が「岡山県男女共同参画の促進に関する条例（第20条）」に基づき、その活動
を積極的に行う個人と事業所を毎年度表彰するもので、当所は津山市長（市総務部人権啓発課：男女
共同参画センター）の推薦をいただき、この度の表彰となりました。
　今後とも、女性の能力活用や職域の拡大、家庭と職業生活の両立支援など男女が共同で参画できる
職場づくりに積極的に取り組んで参ります。

　　

　６）津山市ワーク・ライフ・バランス推進企業認定
　津山市は、仕事と生活の両立や男女がともに働きやすい職場環境づくり
など、ワーク・ライフ・バランスの向上に積極的に取り組む企業を認定し、
その取り組み事例を広く紹介することなどにより、企業におけるワーク・
ライフ・バランスの推進を応援しています。
　津山商工会議所は、事務所内のレイアウトを見直し働きやすい作業動線
に改善、コンプライアンス等をテーマにした職員研修の定例化、毎週水曜
日のノー残業デーなどの取り組みが認められ、平成31年（2019年）4月1日
付けで認定を受けました。
　認定期間：2019年4月1日から2022年3月31日の3年間
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　⑶ＩＴ化事業
【津山市中心商店街空き店舗対策事業】
　・空き店舗情報をインターネットで広く周知するとともに出店者とのコーディネートを行う。

【ザ・ビジネスモール】
企業情報登録数　　　1,926
ユーザー登録数　　　33
商品サービス登録数　6

３．経営支援事業
　⑴消費税軽減税率対策事業

日本商工会議所委託事業【消費税軽減税率対策窓口相談等事業】
ａ実施期間　平成31年4月1日～令和2年1月31日
ｂ事業内容
１）消費税軽減税率対策セミナー

開催日 テーマ／演題 講　　　師 参加人数

6月5日 スマート時代の便利なお店づくり ネットショップコンサルタント
杉山　貴思　氏　他 65

6月25日 改正消費税に伴う軽減税率制度の説明会 津山税務署　担当官 66

6月27日 相続税について（争続にならないために）
ためになる税のはなし

津山税務署
副所長　髙田　啓一　氏

税理士　神﨑　信輔　氏
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7月9日 消費税増税および軽減税率への対策について 税理士　芦田　健太朗　氏 13

8月21日 消費税軽減税率制度説明会
津山税務署　法人課税第１部門
　統括国税調査官

　木吉　俊之　氏　他
26

8月23日 改正消費税に伴う軽減税率制度の説明会
津山税務署　法人課税１部門
　統括国税調査官

　木吉　俊之　氏
29

8月30日 キャッシュレス対応セミナー
ポイント還元事務局派遣
　中小企業診断士

　乙倉　淳　氏　他
65

11月6日 消費税増税・軽減税率制度導入後の会計実務
セミナー 税理士　芦田　健太朗　氏 27

6月10日～
10月11日

軽減税率制度説明会　
（計17回　津山税務署主催開催協力） 津山税務署　各担当官 242

開催回数　25回 参加人数　合計 580名

２）専門家窓口相談事業
講　　師 開催回数 相談件数

税理士　芦田健太朗　氏 8 33

税理士　久本彰信　氏 11 45

アシスト代表　近藤浩幸　氏 8 22

中小企業診断士　山元正揮　氏 4 9

計 31回 109件
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３）消費税増税・軽減税率制度に関するヒアリング調査　95件

４）消費税軽減税率対策施策普及冊子を会議・各種セミナー・イベント・職員巡回で配布。

　⑵創業支援事業
令和元年度津山市創業サポート事業
　津山商工会議所では、津山市（担当部署：産業経済部・みらい産業課）の産業競争力強化法ʻ創業支
援事業計画認定ʼに対応し、平成27年度から創業支援を本格的に開始。
　令和元年度は『専門家定例相談窓口事業』、並びに『創業セミナー2020～生き残る創業、経営革新に
つながる創業～』を開催。

　⑶事業承継支援事業
岡山県事業承継ネットワーク事業
ａ．目　　的　　県内の中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継の実現に向け、関係機関によるネッ

トワークを構築し、事業承継支援に関係する機関相互の連携、情報共有を図る。また、
事業承継診断の実施により、事業者に事業承継の準備を早期に着手する重要性を認識
してもらうとともに、必要に応じ、きめ細かな個者支援を行うことで円滑な事業承継
に繋げ、もって地域経済の維持発展に資する。

ｂ．実施期間　　平成31年4月1日～令和2年3月31日
ｃ．実施事業

事　業　内　容 件数

経営指導員による事業承継診断 25

事業承継計画書作成支援 5

事業承継コーディネーター派遣 5

　⑷経営安定特別相談室
１）ａ目　　　的　　倒産の恐れのある中小企業から事前に相談を受け、経営的に見込みのある企業に

ついては関連機関の協力を得て再建の方途を講じ、また倒産防止が困難とみられ
る企業については円滑な整理を図ることにより、企業倒産に伴う地域の社会的混
乱を未然に防止すること。

　　ｂ設置年月日　　昭和57年6月1日
　　ｃ相　談　員　　商 工 調 停 士　　1名
　　　　　　　　　　弁　　護　　士　　1名
　　　　　　　　　　税　　理　　士　　1名
　　　　　　　　　　中小企業診断士　　1名
２）≪専門家派遣相談≫　相談件数　5件
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　⑸経営改善普及事業
１）巡回・窓口相談

経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

経営指導員設置延月数 60
対　象
企業数

経営
革新

経営
一般

情報
化 金融 税務 労働 取引 環境

対策
その
他 計

巡
回
指
導

製 造 業 53 14 32 0 10 7 20 0 0 55 138
建 設 業 75 5 51 0 25 10 23 0 1 66 181
小 売 業 163 13 139 5 29 54 23 0 1 66 330
卸 売 業 32 1 34 2 11 2 5 1 0 37 93
サービス業 205 10 156 3 53 56 42 2 1 154 477
そ の 他 19 0 15 1 4 2 0 1 1 16 40

計 547 43 427 11 132 131 113 4 4 394 1,259

窓
口
指
導

製 造 業 98 1 61 13 13 45 83 22 0 228 466
建 設 業 165 5 87 15 33 181 82 1 0 298 702
小 売 業 186 7 182 28 49 205 93 14 0 261 839
卸 売 業 58 2 49 11 21 17 44 6 0 117 267
サービス業 312 5 281 33 70 475 126 15 0 693 1,698
そ の 他 55 3 27 6 5 41 11 7 0 69 169

計 874 23 687 106 191 964 439 65 0 1,666 4,141
創
業
指
導

巡 回 指 導 6 0 2 1 1 4 0 0 0 0 8
窓 口 指 導 40 1 32 1 34 84 1 0 0 1 154

計 46 1 34 2 35 88 1 0 0 1 162

２）講習会等の開催による指導件数
対　象
企業数

経営
革新

経営
一般

情報
化 金融 税務 労働 取引 環境

対策
その
他 計

集 団 指 導
回数 0 5 0 0 29 0 0 0 0 34
人数 241 0 87 0 0 164 0 0 0 0 251

個 別 指 導
回数 0 4 0 0 13 1 2 0 1 21
人数 179 0 4 0 0 306 1 2 0 1 314
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【講習会集団】

回数 事　業　名 指導
種別

実績報告
人数 延べ人数 参加事業所数 対象事業所数

（小規模事業者）
1 　6/ 5  スマート時代の便利なお店づくり 経営一般 52 65 52 38
2 　6/10  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 6 7 6 3
3 　6/11  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 3 3 3 2
4 　6/12  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 3 4 3 2
5 　6/13  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 4 5 4 3
6 　6/14  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 6 7 6 4
7 　6/21  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 10 49 10 6
8 　6/25  改正消費税に伴う軽減税率制度について 税　務 57 66 57 33
9 　6/27  改正消費税に伴う軽減税率制度について 税　務 37 47 37 27
10 　7/ 9  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 6 28 6 3
11 　7/ 9  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 2 24 2 2
12 　7/ 9  消費税増税及び軽減税率への対策 税　務 11 13 11 8
13 　7/24  海外展開セミナー 経営一般 44 50 44 15
14 　7/31  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 1 8 1 1
15 　7/31  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 1 4 1 1
16 　8/ 8  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 0 4 0 0
17 　8/ 8  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 1 7 1 1
18 　8/21  消費税軽減税率制度説明会 税　務 19 26 19 8
19 　8/23  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 2 11 2 2
20 　8/23  消費税軽減税率制度説明会（午後の部・第1部） 税　務 28 29 28 25
21 　8/23  消費税軽減税率制度説明会（午後の部・第2部） 税　務 3 4 3 3
22 　8/30  キャッシュレス対応セミナー 経営一般 45 65 45 30
23 　9/ 9  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 5 11 5 4
24 　9/ 9  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 3 13 3 2
25 　9/24  消費税軽減税率制度説明会（午前の部） 税　務 3 19 3 2
26 　9/24  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 1 11 1 0
27 10/ 7  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 0 6 0 0
28 10/ 8  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 0 4 0 0
29 10/ 9  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 0 4 0 0
30 10/10  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 0 6 0 0
31 10/11  消費税軽減税率制度説明会（午後の部） 税　務 0 3 0 0
32 11/ 6  消費税増税・軽減税率制度導入後の会計実務セミナー 税　務 14 27 14 12
33 　1/31  創業セミナー 経営一般 5 5 5 4
34 　3/24  コロナ対策無観客セミナー 経営一般 0 0 0 0

Total 372 635 372 241

指導種別 計 経営革新 経営一般 情報化 金融 税務 労働 取引 環境対策 その他 計
回　数 34 0 5 0 0 29 0 0 0 0 34

実績報告人数 372 0 146 0 0 226 0 0 0 0 372
延べ人数 635 0 185 0 0 450 0 0 0 0 635
事業所数 372 0 146 0 0 226 0 0 0 0 372

対象企業数 241 0 87 0 0 164 0 0 0 0 251
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【講習会個別】
演　　題 専　門　家 参加人員 開催数

青色記帳講習会 税理士　芦田　健太朗　氏 77 3
青色記帳講習会 税理士　久本　彰信　氏 58 3
青色決算相談会 税理士　芦田　健太朗　氏 61 3
青色決算相談会 税理士　久本　彰信　氏 84 3
定例税務相談 税理士　竹内　伸典　氏 1 1
定例法律相談 弁護士　飯綱　浩二　氏 2 2
定例経営相談 中小企業診断士　玉置　定男　氏 4 4
定例登記相談 司法書士　藤原　信義　氏 1 1
定例労務相談 社会保険労務士　笹井　茂樹　氏 1 1

合　　　　　計 289 21

３）マル経審査会
　第１四半期　 4月 9日　 4月22日　 5月20日　 6月18日
　第２四半期　 7月 8日　 7月29日　 8月22日　 9月 9日　 9月25日
　第３四半期　10月 8日　10月24日　11月26日　12月16日
　第４四半期　 1月21日　 2月18日　 3月 9日　 3月26日
　合計17回開催

　⑹金融の斡旋
斡旋件数 貸付件数 斡旋総額（万円） 貸付総額（万円）

日
本
政
策
金
融
公
庫

一 般 貸 付 4 4 2,700 2,800

特 別 貸 付 1 1 3,000 3,000

マ ル 経 融 資 91 91 63,550 62,890

新 創 業 融 資 11 11 5,170 4,840

計 107 107 74,420 73,530

　⑺記帳継続指導
【令和元年分確定申告件数】

指導延回数 対象事業者数 うち機械化数
記帳専任職員 363.0 50 44

記帳指導職員 881.5 128 112

合　　計 1,244.5 178 156

所得税 消費税
決算代行件数 90 23

うちe-tax送信 89 23

決算指導件数 226 35

うちe-tax送信 201 32




